
都道府県財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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富山県
※グループ平均を100とした
　ときの比率で表した。

※グループとは、道府県を財政力指数の高低によって4つに分類したものである。
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分析欄
財政力指数　　 ：　景気の回復等による法人関係税の増加などにより、財政力指数は０．０２ポイント上昇。　引き続き、
　　　　　　　　　　　企業誘致や新産業の創出、中小企業対策など､県内経済の活性化等による税源の涵養、徴収対策
　　　　　　　　　　　の強化など、税収の増に努める。

経常収支比率　：　地方交付税の減少や公債費の増加等により16年度は高水準。17年度は税収増や物件費の減等に
　　　　　　　　　　　より低下したが、引き続き、高利率資金の繰上償還、30年債導入など公債費負担の平準化策を講じ
　　　　　　　　　　　るほか、定員適正化計画による職員数の減や事務事業の見直し等､行政改革に積極的に取り組む｡

人件費･物件費等決算額 ：　類似団体内の順位は下位にあるが、１人当たりの人件費､物件費及び維持管理費の合計
　　　　　　　　　　　は、人員削減や事務事業の見直し等の行政改革の取組みにより、減少傾向。

ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数　 ：　 17年度から３年間､職員の給料の減額措置（管理職員５％､一般職員３％）を実施している こと等か
　　　　　　　　　　　ら、類似団体の中では最低水準。今後とも､社会情勢の変化や国･他都道府県の状況に照らしながら
　　　　　　　　　　　各種手当等の適時適切な見直しを行う。

　実質公債費比率 ： 11年度に公債費負担適正化計画を策定し､地方債の借入れ抑制や高利率の資金の繰上償還など
　　　　　　　　　　　　の対策を講じたことから、実質公債費比率導入前の起債制限比率は逓減。 なお、実質公債費比率
　　　　　　　　　　　　は、類似団体に比較し若干低い傾向にあるが、今後とも､県債発行の多様化や公債費負担の平準化
　　　　　　　　　　　　に努める。

　人口1人当たり ：　上記公債費負担適正化計画により､地方債の借入れ抑制等に努め､通常の地方債は減少傾向。
　地方債現在高　　 しかし、臨時財政対策債などの特例的な地方債の発行が増加し､地方債現在高は全体として増加
　　　　　　　　　　　　傾向｡ 今後、新幹線建設負担金に係る地方債の増加も予想されるため、引き続き､地方債の発行の
　　　　　　　　　　　　抑制等の取組みにより､現在高の増加を抑えるよう努める。

　人口10万人　　：　一般行政部門の職員は､12～16年度で､7.1%（320名）の削減。17年に新定員適正化計画を策定し、
　当たり職員数　　５年間で10％（416人）の削減を行うとともに､さらに集中改革プランにより、17年４月から22年４月まで
　　　　　　　　　　　 の５年間で、全職員の5.2％､861人（16年4月からの６年間では約1,000人）の削減に努める。


